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企画・経理グループ

　課内の人事管理、予算執行、一般庶務及び他に属さない事項の適正な執行に努めた。

１　公立学校共済組合大阪支部の運営

	
	３年度
	２年度
	元年度

	決算額
	58,547,798,707円
	58,765,084,920円
	52,475,444,093円


　　公立学校共済組合大阪支部の人事管理、予算の編成、執行及び一般庶務事務の執行にあたるとともに、同支部に対し、府費負担教職員に係る短期・厚生年金給付等負担金を交付した。
　　（内訳）

	種　　　　　別
	負担金額（円）
	負　　担　　金　　率

	短期給付
	３/    11,455,112,016
(介護)  1,222,140,521
２/    11,570,958,927

(介護)  1,033,245,879
元/ 　 10,241,234,718
(介護)  　846,598,858
	３/ 標準報酬月額×43.61/1000

    標準期末手当額×43.61/1000

   （介護）

    標準報酬月額×8.9/1000

    標準期末手当等×8.9/1000

	厚生年金給付
	３/   36,888,309,385
２/   37,198,422,605

元/   32,991,240,733
	３/ 標準報酬月額×139.1001/1000

標準期末手当等×139.1001/1000

	経過措置に伴う
追加費用
	３/    8,763,964,129

２/    8,763,964,129

元/    8,176,914,198
	３/ 標準報酬月額×12月×31.4/1000(義務 厚生年金)
標準報酬月額×12月×2.4/1000(義務 経過的長期)
標準報酬月額×12月×17.5/1000(その他 厚生年金)
標準報酬月額×12月×2.1/1000(その他 経過的長期)

	事務費
	３/      218,272,656
２/      198,493,380

元/      219,455,586
	３/ 組合員1人当たり　5,047円

	　計　
	３/   58,547,798,707
２/   58,765,084,920

元/   52,475,444,093
	


　　　　　　　　　　　　　○根拠法令

　　　　　　　　　　　　　　・地方教育行政の組織及び運営に関する法律

・地方公務員等共済組合法

・義務教育費国庫負担法

・地方公務員等共済組合法の長期給付等に関する施行法
　　　　　　　　　　　　　　・公立学校共済組合定款

２　公立学校共済組合大阪支部の経理事務の実施

公立学校共済組合大阪支部の短期、厚生年金、業務、保健及び貸付経理の出納事務を行った。
健康・福祉グループ

１　教職員の健康に資する取組み

（１）府立学校教職員の健康の保持を図るため、各種健康診断を実施した。

ア　府立学校職員の定期健康診断

イ　新規採用教職員雇入時健康診断

ウ　府立学校職員の乳がん・子宮がん検診

エ　府立支援学校教職員の腰痛予防検診

オ　府立学校職員情報機器作業従事職員特別健康診断
カ　府立学校職員特定業務従事者健康診断
	
	３年度
	２年度
	元年度

	決算額
	136,309,811円
	138,915,128円
	122,965,866円


○根拠法令　　学校保健安全法、労働安全衛生法
（２）労働安全衛生法の改正により、平成28年度より開始した府立学校教職員のストレスチェック制度に関する業務を引き続き実施した。

	
	３年度
	２年度
	元年度

	決算額
	2,481,866円
	15,710,992円
	16,228,564円


○根拠法令　労働安全衛生法

（３）府費負担教職員の健康維持を図るため、公立学校共済組合大阪支部が実施する人間ドック事業の成果に期待し、公立学校共済組合大阪支部に対し補助金を交付した。

	
	３年度
	２年度
	元年度

	決算額
	3,940,000円
	4,108,000円
	4,858,000円


２　教職員健康管理の審査

（1） 結核性疾患教職員の休養、休職、解休養、復職等に関する審査を行い、健康管理の適正を期した。

審 査 内 容　　　　　結核性疾患教職員の審査　　審査件数０回

（2） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○根拠法令　労働安全衛生法

（3） 大阪府立学校安全衛生協議会を開催し、職場の安全衛生に関する協議を行い、職員の健康の保持増進に努めた。また、大阪府立学校職員健康審査会を開催し、長期にわたり休業・休職していた教職員が復帰・復職するにあたり、健康管理指導区分の配慮すべき内容等について審査・判定を行った。

○協議会開催等内容

　　安全衛生協議会　　　　　　　　　２回
　　　　　　　健康対策部会　　　　　　　　　　２回

　　　　　　　腰痛頚肩腕症部会　　　　　　　　１回

　　　　　　　長時間労働健康障がい防止委員会　２回

　　　　　○健康審査会開催内容

　　　　　　　審査件数  　　　141件

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○根拠法令　大阪府立学校職員安全衛生管理規程

３　心身の故障による休職者への対応

　　精神疾患により休職している教員が円滑な職場復帰を行うとともに、再発を防止するため、「職場復帰支援事業」を実施した。

　　　　　○職場復帰支援事業の実施状況（令和３年度）

　　　　　　　府立学校　　　　 ２名

　　　　　　　市町村立学校　　 ７名

	
	３年度
	２年度
	元年度

	決算額
	2,433,241円
	2,433,241円
	2,433,241円


４　府立学校教職員に対する被服の貸与
　　府立学校の教職員で特定の業務に従事する者に対して、勤務条件の適正化を図り、業務能率の向上を図ることを目的に被服の貸与を行った。

	
	３年度
	２年度
	元年度

	決算額
	14,953,048円
	17,043,884円
	17,426,469円


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○根拠法令　大阪府立高等学校等教職員被服貸与規程
５　財産形成貯蓄制度の実施
　　教職員の計画的な財産形成を促進し、生活の安定を図るよう、昭和59年度から財産形成貯蓄制度を実施した。

　　　　　　　　　　　　　○根拠法令　勤労者財産形成促進法

大阪府教育委員会教職員の財産形成貯蓄に関する規程

６　公立学校共済組合大阪支部の保健事業の実施
　　公立学校共済組合大阪支部所属の組合員及びその被扶養者の健康の保持増進等に資するため各種の保健事業を行った。

７　公立学校共済組合大阪支部の貸付事業の実施
　　公立学校共済組合大阪支部所属の組合員に対して、住宅貸付及び一般貸付等の貸付事業を
　行った。

医療・資格グループ

公立学校共済組合大阪支部の短期給付事業の実施
　公立学校共済組合大阪支部所属の組合員及びその被扶養者に対する療養費等の短期給付を行った。

年金グループ
１　恩給等の支給
　　昭和37年11月30日までに退職した教職員に対する恩給・退隠料等の支給を行った。
○根拠法令 ・恩給法　・府吏員退隠料等条例
・府費負担教職員退職年金及び退職一時金条例
	
	3年度
	2年度
	元年度

	当初予算額
	71,260,000円
	82,487,000円
	99,151,000円

	決算額
	65,030,045円
	78,683,728円
	93,784,950円


	
	3年度
	2年度
	元年度

	
	人員
	支給額（円）
	人員
	支給額（円）
	人員
	支給額（円）

	恩　　給　　法
	普通恩給
	9
	13,243,700
	9
	13,243,700
	13
	18,124,991

	
	普通扶助料
	42
	41,391,404
	48
	51,583,741
	53
	60,461,530

	
	公務扶助料
	1
	1,966,800
	1
	1,966,800
	1
	1,966,800

	
	増加恩給
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	料等条例

府吏員退隠
	退隠料
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	
	遺族扶助料
	0
	0
	0
	0
	2
	1,032,500

	金及び退職一時金条例
府費負担教職員退職年
	退職年金
	0
	0
	2
	2,327,582
	2
	2,318,700

	
	遺族年金
	7
	4,358,297
	7
	5,491,060
	9
	5,816,725

	
	増　　　加

退職年金
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	
	通　　　算

退職年金
	13
	4,069,844
	13
	4,070,845
	13
	4,063,704

	合　　計
	72
	65,030,045
	80
	78,683,728
	93
	93,784,950


２　公立学校共済組合大阪支部の長期給付事業の実施
　公立学校共済組合大阪支部所属の組合員等にかかる年金請求書及び退職届書等の必要書類を本部に進達した。
